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【ご依頼】三菱ＵＦＪ年金ニュースNo.345
（平成25年9月10日付）の差替えについて
【ご依頼】三菱ＵＦＪ年金ニュースNo.345
（平成25年9月10日付）の差替えについて

『厚生年金保険法等の改正に関する信託・生保協会へのFAQ提示』につき
標記ニュースでご案内しておりますが、本日、厚生労働省よりFAQの一部
内容を訂正する旨の連絡を受けました。
つきましては、以下の訂正内容を反映させた「差替版」を送付させて頂きま
すので、大変お手数ではございますが、差替えをお願い申し上げます。

要旨要旨

年金ニュースNo.345 ２ページ
「最低責任準備金の精緻化（１）」「最低責任準備金の精緻化（２）」

改正法施行後の財政検証および財政計算で使用する最低責任準備金の算定方法（代行給付費
の計算方法）について修正。

８号方式（係数０．８７５を使用）

誤：改正法施行後５年間で選択可能

正：改正法施行後５年間で選択不可

⇒これまでの説明どおりの内容に訂正。

みなし７号方式

誤：改正法施行後の財政検証および財政計算で選択可能

正：改正法施行後の財政検証および財政計算で選択不可

⇒これまでの説明では、最低責任準備金の精緻化として「みなし７号方式」を新たに
追加するとしていたが、「みなし７号方式」は解散・代行返上時の使用に限る方向
で検討していることが今般明らかになった。

訂正内容訂正内容


